
省エネ・再エネ住宅普及促進に向けて
—宅地建物取引業者の方々に知っていただきたいこと

省エネ性能ラベルの使いこなし—

1※2024年9月中旬時点の情報で作成しています。また、一部、表現を簡略化等しております。ご了承ください。

東京都 住宅政策本部民間住宅部



 気候危機の深刻化と2030年カーボンハーフ・HTTに向けた取組

 建築物省エネ法の改正

 省エネ性能表示

本日、お伝えすること



気候危機の深刻化への対応

 地球温暖化による平均気温上昇、自然災害発生など、気候危機が一層深刻化

 原油高騰やガスの供給不安などエネルギーを取り巻く環境が大きく変貌

⇒＜電力を 減らす・ 創る・ 蓄める＞ ＨＴＴの取組が重要！

出典：東京都「2030年カーボンハーフに向けた取組の加速」
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※１

産業革命前からの平均気温の上昇
（ 1967年以降）
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出典：コペルニクス気候変動サービスHP
https://climate.copernicus.eu/copernicus-2023-hottest-year-record



✓建替え・既存住宅において省エネ・再エネ利用を推進
✓太陽光パネルの設置を拡大 ✓国産木材の利用拡大

公共住宅における率先した取組

民間住宅のゼロエミッション化

✓住宅関係団体等と連携した省エネ・再エネ住宅推進プラット
フォームを設置
✓新築住宅について、東京ゼロエミ住宅の普及、太陽光発電
設備の設置義務化の検討、建築物省エネ法による規制誘導措置
等により省エネ・再エネ利用を促進
✓既存住宅について、省エネ改修に対する支援、再エネ利用
設備の導入促進等により省エネ・再エネ利用を促進

2 0 3 0年度に向けた施策展開（主要）

目標２ 脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地のゼロエミッション化

目指す 2 0 4 0年代の姿

2030年カーボンハーフ・HTTに向けた取組 東京都住宅マスタープラン
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2030年カーボンハーフ・HTTに向けた取組 東京都環境基本計画
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 都は2030年度までに2000年度比CO2排出量半減を目指し、取組を推進

 2000年度比では、家庭部門だけエネルギー消費量が増加

 東京都全体のCO2排出量の約３割が家庭部門

2030年カーボンハーフに向けた現状

家庭部門の対策が重要

＜エネルギー消費量の部門別推移：単位PJ＞
（2022年度速報値）

＜CO2排出量の部門別構成比＞
（2022年度速報値）

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）より作成

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）に加筆

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）より作成

出典：都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量
（2022年度速報値 東京都環境局）に加筆 6

家庭部門のみ増加！
(186⇒193）

2000年度比で4.0%増加



建築物省エネ法等の改正

2025年 新築住宅 省エネ基準適合義務化

※Zero Energy House(ネット・ゼロエネルギーハウス)

出典：国土交通省「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」概要資料等を基に作成

2030年 新築住宅の基準強化の方向性 …温室効果ガス46%削減（2013年度比）

2050年 ストック平均で高い省エネ性能確保 …カーボンニュートラル

ストック平均（新築、既存あわせて）
ZEH水準の省エネ性能の確保を目指す
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2022年6月 建築物省エネ法改正

2024年4月 建築物の販売・賃貸時に省エネ性能表示制度の施行省
エ
ネ
・
再
エ
ネ
住
宅
が
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
に

新築住宅 ZEH ※水準の省エネ性能の確保を目指す
新築戸建住宅 ６割に太陽光発
電設備の設置を目指す
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「昔の家」と「これからの家」

昔の家は、建物の断熱性や気密性が低く、エアコンで暖めてもエネルギーが外に出て
いくため、家の中にいても寒い状態でした。廊下やトイレは更に寒いものでした。

熱は壁、床、天井、そして窓から逃げて行ってしまうので、これらの断熱性が高いと、暖
房や冷房に使うエネルギーを減らすことができ、足元だけでなく、部屋の隅々まで暖か
くなります。リビングだけでなく、廊下や脱衣所など、他の部屋との温度差も少なくなり、
快適で、ヒートショックなどの防止につながり、健康にもよいものとなります。
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省エネ表示制度 なぜ必要？

省エネ性能は、建築物の外観等から
容易に把握できるものではない

省エネ性能を「見える化」し、情報提供

消費者等が省エネ性能を把握した上で、
物件を比較検討し、購入や入居

建築物の設計仕様等を把握する立場にある者が

★

消費者等が建築物を購入・賃貸する際に、その省エネ性能を把握し、性能の高低
を比較検討でき、消費者等が建築物の省エネ性能への関心を高め、省エネ性能が
高い建築物が選択されやすい市場環境を整備することが目的
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？？？



省エネ性能表示 ラベル画像イメージ

１ポータルサイトやチラシ等の広告に使用
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省エネ性能表示 ラベルで分かること

消費者向けチラシ（国土交通省）

事業者向けガイドライン概要版資
料（国土交通省）
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省エネ性能表示ラベル エネルギー消費性能とは？
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省エネ性能表示ラベル 断熱性能とは？
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省エネ性能表示ラベル 目安光熱費とは？
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省エネ性能評価書 「建築物省エネ法に基づく 建築物の省エネ性能の評価書」
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販売・賃貸の取引過程での
追加的な情報提供ツール



省エネ性能表示 ラベル等の活用方法

販売事業者・賃貸事業者
販売・賃貸するにあたり
広告などの際に、
評価ラベルなどの掲示

（仲介事業者に依頼する際
も同様の対応が必要）

設計者
性能評価を実施し、
評価ラベルを
販売事業者などに提供

買主
販売事業者等から購入・賃
貸時に省エネ性能ラベル、
省エネ性能評価書を入手し
たのち、適切に保管
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努力義務



省エネ性能表示 ラベルの実例
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省エネ性能表示 部位別ラベル

１ポータルサイトやチラシ等の広告に使用するラベル画像 既存住宅用
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説明用にリーフレットをご活用ください！！
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ダウンロードはこちらから
（住宅政策本部HP）



このほか、国、区市町村補助制度もご確認ください
地方公共団体における住宅リフォームに係わる支援制度検索サイト

東京ゼロエミ住宅導入促進事業

新築住宅向け

（断熱改修、高性能設備機器、再エネ導入に対する補助制度）

災害にも強く健康にも資する
断熱・太陽光住宅普及拡大事業

【住宅政策本部】

【環境局】

既存住宅向け

（省エネ性能を把握！省エネ診断や省エネ設計等に対する補助制度）

東京都既存住宅省エネ改修促進事業

東京都の省エネ･再エネ住宅補助
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